予算要求資料
平成２８年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：母子福祉費
	事業名　新子どもの貧困実態調査支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　健康福祉部子ども・女性局子ども家庭課家庭支援係　電話番号：058-272-1111（内2678）

　　　　　　                         　E-mail： c11217@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       　　　3,000千円（前年度予算額：      0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	
	
	
	
	
	
	0

	要求額
	3,000
	0
	
	
	
	
	
	
	3,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
      　支援を必要としている家庭は、支援の窓口にたどりつけず、実態が把握

　　　できているとは言い難い。また、実態を把握するための調査を行おうにも市町村ではノウハウがなく、県に対して調査方法を示すよう要望がある。

　　　　県内自治体間の比較や早急な実態把握を行うため、調査の経費を補助す
るとともに、県において調査方法を示すなど運用面でも支援を行う。
（２）事業内容

　　　市町村が実施する子どもの貧困対策に関する調査にかかる経費や調査の
手法を支援する。なお、市町村が実施する場合には、国の地域ネットワーク

形成支援事業の実態調査として実施し、地域子供の未来応援交付金（補助率３／４）を利用する。県は交付金を超える経費の一部を補助する。
　　　　
（３）県負担・補助率の考え方
県１０／１０

　　
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	  3,000
	子どもの貧困実態調査支援事業

	合計
	3,000
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
      第３次岐阜県少子化対策基本計画
　第４章　２．子育てにやさしい社会づくり（３）子どもの貧困対策の推進

（２）他県の状況

　　　　平成２８年度、２５の都道府県で都道府県が実施若しくは市町が子ども
の貧困実態調査に取り組んでいる。
（３）後年度の財政負担

　　　　子どもは、自分で市町村等の相談窓口へ行くことが難しく、市町村にお

いて、子どもの貧困の実態は把握しづらい。そのため、全ての市町村で実
態把握に取り組めるよう終期を定めず実施していく必要がある。
県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	子どもの貧困実態調査支援事業

	補助事業者（団体）
	市町村

	補助事業の概要
	市町村が実施する子どもの貧困実態調査の経費について補助する。

	補助率等
	定率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	補助効果
	貧困状態にある家庭の実態把握を希望する市町村を対象とし、調査を実施することで、より実効性の高い支援施策につなげていく。

	終期の設定
	終期３１年度

（理由）終期到来時にその時の達成状況や社会情勢等を踏まえて、その後の方針を検討のうえ、継続や廃止等の判断をする。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

子ども支援プロジェクト事業の実施とともに子どもの貧困の実態把握を進め、困難を抱える子どもに必要な支援が届く体制を構築する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H27年度末)
	目標
(H29年度末)
	目標

(終期)

	①実態調査を実施する市町村数
	0
	8市町
	20市町


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	－
	－
	－
	－
	(要求額)

13,932千円

	指標①目標
	－
	－
	－
	－
	8

	指標①実績
	－
	－
	－
	－
	(推計値)

8

	指標①達成率
	－
	
	－
	－
	(推計値)
100％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
子ども支援プロジェクト事業とあわせて実施することで、困難を抱えた家庭の実態把握が確実にできるような体制を整える。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	平成25年国民生活基礎調査によると子どもの貧困率は16.3％となり、2010年のOECD加盟国34か国中25位という結果であった。県別貧困率は不明であるが、貧困の連鎖を断ち切るためにも、市町村と連携して実態把握を含め、子どもの貧困対策に関する事業を進めていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	　

	

	（終期到来時の翌年度以降の事業方針）継続・削減・統合・廃止




財政課で記載します。








